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戦前期日本の大学と地域経済
―早稲田大学の校友会名簿にみる人材配分機能―

大 森 一 宏

１．はじめに

現在、多くの大学において、地域社会で活躍できる人材の養成というこ
とが重要な課題となっている。大学は特定の地域、あるいは全国から集め
た学生の教育を通じて、地域の社会や経済の活性化に寄与しようとしてい
るのである。その場合、各大学における地域貢献を分析する前提として、
学生がどのような地域から集まっているのか、そして卒業後には、いかな
る地理的範囲に散らばるのかを検討する必要がある。要するに、学生を人
材として養成し、さらにそれを「需要」に応えて一定の地理的範囲に配分
している大学の機能について、具体的に明らかにしなければならない１。
ところで、学生の募集範囲も彼らの就職の地理的範囲も、時代、大学の

立地、さらには大学のタイプなどにより大きく異なっていることが予想さ
れる。したがって、大学の地域社会に対する貢献にも、さまざまなタイプ
があり、その内容についても１つ１つ丁寧に比較・検討して、その効果な
どを分析する必要がある。
本稿は、そうした問題意識に基づく研究の手始めとして、戦前期の早稲

田大学の新潟県出身の卒業生を事例に、その就職先などを特定しようとす
る試みである。時間的制約から作業の途中経過の報告となるが、東京の高
等教育機関で学んだ卒業生の地元での就職先などについて、具体的な検討
を行うことを意図している。以下では、まず資料の紹介を行った上で、新
潟県出身の早稲田の学生の就業先を検討し、その特徴などについて考察を
加えることにしたい。
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２．資料の紹介

資料として用いるのは早稲田大学の『会員名簿（昭和十五年用）』であ
る２。同資料によると、１９３９年１１月１０日現在において、早稲田大学には、
物故者も含めて実数で５８，８００人の校友会会員がいたことを確認できる。な
お、校友会会員とは、１．早稲田大学卒業生、２．早稲田大学現任教職員、
３．早稲田大学維持員、評議員、基金管理委員、商議員など、４．推薦交
友、により構成されることになっており３、卒業生以外も含まれるが、そ
の数は全体の中でみて、ごくわずかと考えて間違いない。
さて、『会員名簿』には会員の氏名、卒業年度、卒業学部・学科、本籍

地（府県別）、勤務先・職名、住所が記載されている。表１は参考までに、
『会員名簿』の記載事項を取り上げてまとめた例である。とりあえず、名
簿の中で本籍地を確認し、それを新潟県とする会員を新潟県出身者とみな
して取り上げることにしたが、そこにはもちろん問題がある。
戦前の日本では、本籍地を９０日以上離れる移動を行う場合寄留届けを提

出することになっており、本籍人口に出寄留者と入寄留者の人数を加除す
るなどして、現住人口を算出していた４。したがって、移動後も長期にわ
たって本籍地をかえないケースもありえたわけで、その場合には生まれも

表１ 「名簿」から判明する卒業生の情報

氏名 卒業年度 学科 本籍 住所 勤務先・職名

１AY １９２６ 商学 新潟県 新潟県巻町 新潟電力
２AS １９２７ 商学 新潟県 新潟県長岡市 愛国生命保険会社
３AN １９３６ 建築 新潟県 満州国 三田組出張所
４AM １９３８ 商学 新潟県 東京府芝区 日独貿易会社
５AY １９２４ 専政 新潟県 東京府荒川区 日本マルセル石鹸会社
６AK １９１３ 大商 新潟県 新潟県新潟市 新潟信託会社
７AM １９３６ 経済 新潟県 東京府目黒区
８AY １９３３ 経済 新潟県 東京府目黒区 日産化学工業
９AH １９３７ 専法 新潟県 出征
１０AM １９１９ 大商 新潟県 満州国

出所：本文を参照。
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育ちも東京ではあるが、本籍地は新潟であるといったケースも当然生じて
くる。早稲田の交友の場合、本籍地と出身地が異なるケースがどの程度み
られたのか特定することはできないが、以下で行う分析には、統計上の限
界があることをあらかじめ指摘しておきたい。
さらに、ここで住所とされるものを、すべて現住所とみなすことにも問

題がある。すなわち、当時の時代状況から、勤務先・職名に出征、あるい
は入営と記載されているケースが散見され、その場合の住所には帰省先な
ど連絡先が記載されているのではないかと考えられる。表１では９のAH
がそのケースになるが、その場合には住所は記さず、不明として処理する
ことにした。

３．新潟県の卒業生の就職先

先述のとおり本稿は、分析の途中経過の報告にとどまる。現在のところ
新潟県を本籍地とする交友の２５１名までの入力がすんでいるが、これはお
そらく対象とする新潟県の交友の２割程度を占めるにすぎない。とはいえ、
これだけの数の交友の検討からでも、全体の傾向の一端はうかがえるので
はないかと考える。
さて、２５１名の新潟県に本籍地をもつ交友の卒業後の住所をみると、東

京府内が７４名、新潟県内は８４名、その他の道府県が６４名、不明・出征（入
営）が２９名となっている。東京やその他の道府県に就業先をみつけ、住居
をかまえる卒業生は多いが、他方で新潟にもどる卒業生も３割以上いたこ
とが確認できる。新潟から上京し、早稲田で学んで故郷にＵターンする卒
業生は少なくなかったのである。
さらに、新潟県内に住所をおく８４名の交友のうち、就業先が判明するの

は５１名である。表２は、それらの交友に関する卒業年度、学科、住所、勤
務先・職名をまとめたものである。同表から、１８９１年から１９３８年に至る卒
業年度の交友が、新潟市や長岡市をはじめとする県内さまざまな市町村に
おいて多様な分野で活躍していた様子がうかがわれる。
就業先として、まず目につく分野は銀行・保険・信託などの金融である。

戦前期日本の大学と地域経済―早稲田大学の校友会名簿にみる人材配分機能―

２３



表２ 新潟県への「Ｕターン」卒業生の就業先
№ 卒業年度 学科 住所 勤務先・職名
１ １８９１ 専英・文学 新潟市 新潟電力会社監査役
２ １９０３ 邦行 刈羽郡 百三十九銀行頭取
３ １９０５ 史英 新井町 有恒学舎
４ １９０６ 法経 刈羽郡 東福寺住職
５ １９０７ 専法 新潟市 市参事会員・商工会議所議員・染物業
６ １９０７ 推薦 北蒲原郡 心華院住職
７ １９０９ 専法・大法 中魚沼郡 農林業
８ １９１２ 大商 新潟市 市会議員・新潟水力電気会社
９ １９１３ 大商 新潟市 新潟信託会社
１０ １９１３ 大商 中頚城郡 百三十九銀行
１１ １９１３ 大商 高田市 運送業
１２ １９１３ 専政 中条町 第四銀行
１３ １９１３ 大商 直江津町 北越倉庫銀行
１４ １９１４ 理化 白根町 醤油醸造業
１５ １９１４ 大商 南蒲原郡 原田商店
１６ １９１５ 大政 北蒲原郡 農業
１７ １９１６ 推薦 新発田町 農業
１８ １９１７ 大商 糸魚川町 糸魚川町役場
１９ １９１７ 大政 高田市 県会議員・高田毎日新聞社社長
２０ １９１８ 大商 三島郡 長岡銀行
２１ １９１８ 大政 刈羽郡 貴族院議員・百三十九銀行取締役
２２ １９１８ 大商 新潟市 中野組支配人
２３ １９１９ 推薦 相川町 佐渡日報
２４ １９２０ 大商 澤根町 雑貨商
２５ １９２１ 英語 糸魚川町 糸魚川中学校
２６ １９２３ 専商 高田市 市会議員・高田自動車会社長
２７ １９２４ 専法 刈羽郡 農業
２８ １９２５ 機械 長岡市 鋳造業
２９ １９２６ 商学 巻町 新潟電力
３０ １９２６ 機械 柏崎町 柏崎中学校
３１ １９２６ 専商 加茂町 加茂農林学校
３２ １９２７ 商学 長岡市 愛国生命保険会社
３３ １９２７ 英文 新発田町 新発田商業学校
３４ １９２７ 専商 高田市 池内組
３５ １９２７ 推薦 中蒲原郡 中之口電気鉄道会社
３６ １９２８ 電気 佐渡郡 中興郵便局長
３７ １９２８ 推薦 栃尾町 酒造業
３８ １９２８ 専法・英法 長岡市 弁理士
３９ １９２９ 経済 北蒲原郡 黒川信用購買販売利用組合
４０ １９３０ 推薦 柏崎町 織物卸商
４１ １９３０ 専商 新潟市 石井電光社経営
４２ １９３０ 国漢 北蒲原郡 南濱尋常高等小学校
４３ １９３１ 英法 新潟市 新潟市庶務課
４４ １９３１ 専政 刈羽郡 農業
４５ １９３２ 史学 佐渡郡 真野郵便局
４６ １９３３ 商学 新潟市 新潟銀行
４７ １９３３ 専法 三条市 弁護士
４８ １９３４ 英法 長岡市 石黒鉄工所
４９ １９３７ 専商 新潟市 浅田造油所
５０ １９３８ 専法 長岡市 新潟鉄道局
５１ １９３８ 専商 新潟市 新潟銀行

出所：表１と同じ。
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№２、９、１０、１２、１３、２０、２１、３２、４６、５１などの卒業生がそれにあたる
が、中には頭取、取締役などマネジメントを務めているケースも確認でき
る。№８、１９、２１、２６のように地方の政治家となっている卒業生も存在す
る。彼らは、新聞社社長、銀行取締役、自動車会社社長などの肩書きも
もっており、地方名望家としての顔もあったのかもしれない。
また、№５、１１、１４、１５、２４、２８、４０、４１、４８などは地場産業、もしく

は家業の担い手となった卒業生である。この中には醤油醸造業、酒造業、
織物商など在来的な分野で活躍する交友も散見される。さらに№１、２９、
５０のように電力、鉄道などのインフラ関連の分野の交友も確認できる。加
えて№２２のように新潟に展開した地方財閥ともいえる中野組の支配人も早
稲田の卒業生であったことがわかる。
その他、№３、２５、３０、３１、３３、４２のような教育、№３８、４７の弁理士と

弁護士、№１８、４３のような公務員の分野も確認できる。また、農業や住職
となっている交友も散見されるが、前者は比較的豊かな地主層であったの
かもしれない。東京で学んだ卒業生の就業先は、多種多様であった。

４．おわりに

大学が果たす地域貢献には、さまざまな形態があると思われる５。戦前
の日本の場合、地方に立地する高等教育機関の数は多くなかったため、東
京など大都市の大学が地方に向けて教育を受けた人材を配分することは、
地域貢献という側面からみても一定の意義をもっていたと考えられる。実
際、新潟に本籍地をもち、早稲田で教育を受けた卒業生の中には、新潟に
もどって就業するケースが少なからず認められた。それらの卒業生の中に
は、金融界のトップマネジメント、地方産業のリーダー、政治家、教育者
などとして活躍する者も存在し、地方の政治・経済・社会を支える一翼を
担っていたとみてよい。
もっとも、戦前期の大学にみられたこうした地方に向けての人材の配分

機関としての機能は、戦後になると変容した可能性がある。すなわち戦後
になると、地方にも多数の大学が設立されるため、大学の人材配分機能に
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も、より多様性が観察されるようになるのではないだろうか。今後は、戦
後についても対象として、さらにさまざまなタイプの大学の人材配分機能
を分析することが課題となる。
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